
認定事業者の情報基盤の拡充と産学官による匿名加工医療情報の利活用の展開の見込み（イメージ）
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参加施設の拡大

○利活用の成果が医療・介護の現場に還元され、現場のデジタル化、ＩＣＴ化、規格の整備等の取組とあいまって、利活用可能な医療情報が質
的・量的に充実することにより、産学官による利活用がさらに加速・高度化する好循環を実現。

参加施設の拡大

データ収集時のバリデーション実施（※２）

医療等分野に用いる識別子（ID）も活用した個人単位統合データの集積

規格の整備、改定、普及、活用の促進

※１ 高齢者医療確保法に基づき、一部は保険者に提供され、特定健診データとして活用。
※２ 質の高いバリデーションを実施しているMID-NETの参加医療機関は、現在の23病院から拡大を検討中。

病 院：300‐400
診 療 所：2,500‐3,000

合わせて800万人/年程度

病 院：約700
診 療 所：約9,000

合わせて1,500万人/年程度

病 院： 約1,000
診 療 所： 約15,000

合わせて2,000万人/年程度
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人材育成（基盤構築人材・利活用人材）

薬事規制における更なる医療情報データベースの活用の推進

EHRの高度化、医療情報連携ネットワークの全国展開

薬事規制（医薬品等の製造販売後の調査等）にお
ける医療情報データベースを使用した調査の推進

国民の理解増進・普及啓発

各種医療画像データ

特定健診データ

がん・難病関連ゲノム情報

要介護認定等の介護データ＋介護分野における科学的分析に必要なデータ要介護認定等の介護データ

レセプト・DPCデータ（インプット情報）

検査データ

生活情報データ

事業主健診データ（※１）

テキストデータの解析技術の高度化等による患者主訴や症状、
その他各種レポートデータ等のデータ

学校健診データ

乳幼児健診データ（健診項目や記録方法等の標準化や、記録の電子化の促進）

妊婦健診データ（健診項目や記録方法等の標準化や、記録の電子化の促進）

予防接種データ

死亡診断書データ

5,000万人/年規模の
質の高いデータベースを

目指す

健康・医療・介護現場のICT化
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被験者選択基準適合患者の分布把握

パネル検査データ等による各種治療の
関連遺伝子分析や新たな創薬ターゲット探索

既存治療成績の分析による治験の精緻化

ＡＩを活用した画像診断支援プログラムの開発

検査データによる医薬品の効果（費用対効果分析を含む。）・急性期副作用、医療機器の性能・安全性の大規模比較分析

検査データ以外の主訴、所見等も含む医療機関横断的な
データによる上記分析

既存のインプット情報に加え、検査データ（アウトカム）も含めた各種治療法の比較分析

多様なデータを個人単位で統合したライフコースデータによる
長期的な疾病予防、予後改善因子の研究

一般診療・一般患者での治療・効果分析による治療方針検討

認定事業との連携による
EHRの効率化・普及拡大による診療の高度化

ＡＩを活用した診断・治療支援の実用化

医療情報を活用した健康関連サービス等の開発

全国・地域での保健・医療状況の即時把握・経時的把握、分析、政策への反映

利活用に際しては
匿名加工が必要

利用料等の
利用条件

ワクチンと疾病負荷に関する分析


